
Ⅰ 成年後見制度の概要 
 

１ 成年後見制度とは 
成年後見制度とは、判断能力の不十分な成年者（認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等）

を保護し、また支援するための制度です。 

この制度は、「自己決定の尊重」の理念と「本人の保護」の理念との調和を目的として、より

柔軟にかつ弾力的で利用しやすい制度を目指しています。 

認知症高齢者や知的障害者あるいは精神障害者など判断能力の不十分な方々は、財産の管理や

身上監護（介護、施設への入退所などの生活について配慮すること）についての契約、遺産を分

割するなどの法律行為を自分で行うことが困難だと考えられます。また、悪質な商法の被害に遭

うなどの恐れもあるといえます。 

成年後見制度では、このような判断能力の不十分な方々を保護し、また支援していくために、

契約の締結などを代わって行ったり、あるいは本人が誤った判断に基づいて契約をした場合には

それを取り消すことができるなどの権限を支援者である成年後見人等（成年後見人・保佐人・補

助人・任意後見人）に対して付与することができることになっています。 
 

２ 成年後見制度が改正された経緯 

平成 12年 4月 1日から施行された成年後見制度は、それまでの民法で規定されていた「禁治

産者・準禁治産者宣告の制度」を大幅に見直したものです。従来までの禁治産・準禁治産の制度

では、対象者がある程度重い精神上の障害のある方に限定され、保護の内容も画一的・硬直的で

あるとの指摘がありました。 
また宣告を受けた場合、戸籍に記載されることから関係者が制度の利用に強い抵抗感を感じる

こともありました。さらに、制度の運営に時間や費用がかかり、当事者に負担をかけるなど利用

しづらいという問題もありました。 
一方でノーマライゼーションの理念が社会に浸透するにつれて、自分のことは自分で決めて生

活したいという「自己決定権」を尊重する動きが広がってきているといえます。 

社会福祉の基礎構造改革においても「措置制度」から「契約制度」へと、利用者が自ら福祉サ

ービスを選択し、サービス提供事業者と契約する利用制度へと転換が図られています。 

これらの社会情勢を踏まえ、本人の状況に応じた弾力的で、かつ利用しやすい制度として成年

後見制度ができたのです。 
  

３ 制度の特徴 

(1)法定後見制度に「補助」類型を追加 
  成年後見制度では、本人の多様な判断能力や保護の必要性に応じた、柔軟かつ弾力的な対応を

可能とするために「後見」・「保佐」・「補助」の 3つの類型を規定しています。これらを法定後見

制度といいます。 
  特に「補助」の類型は、これまで対象とならなかった、軽度の精神上の障害により判断能力が

不十分な方のために新たにできた類型です。本人の意思を尊重しながら多様なニーズにこたえら

れるように、本人の同意の下で特定の契約などの法律行為について支援を受けられることとして

います。 

  禁治産・準禁治産もそれぞれ「後見」・「保佐」と改められ、従来よりも使いやすくなりました。

なお、準禁治産の対象であった浪費者のうち、単なる浪費者は除外されることになりました。 



(2)任意後見制度の創設 
  任意後見制度とは、本人が判断能力の十分あるうちに、前もって代理人である任意後見人に財

産管理や身上監護の事務などについて代理権を与える任意後見契約を公正証書で結んでおきま

す。その後判断能力が不十分になったとき、家庭裁判所が任意後見監督人を選任することによっ

て契約の効力を生じさせるというものです。 

本人は、任意後見監督人の監督の下で、任意後見人による支援を受けることが可能になります。

なお、公正証書は公証役場において公証人によって作成されます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(3)成年後見人等（成年後見人・保佐人・補助人）の充実 

本人の支援体制を充実するために、家庭裁判所が個々の事案に応じて適切な成年後見人・保佐

人・補助人（以下「成年後見人等」という。）を選べるようにしています。また、成年後見人等

を複数選んだり、法人を選んだりすることも可能になりました。 

その他、家庭裁判所は事案に応じ必要であると認めた場合に、成年後見人等を監督する成年後

見監督人・保佐監督人・補助監督人（以下「成年後見監督人等」という。）を選任することがあ

ります。 

 
(4)成年後見登記制度の新設 

禁治産・準禁治産宣告の戸籍への記載をやめ、「後見登記等に関する法律」に基づき、成年後

見人等の権限および任意後見契約の内容などを登記する「成年後見登記制度」を新設しました。 
この登記制度は、後見開始等の審判（→P.27参照）がなされたときや任意後見契約の公正証書

が作成されたときに、家庭裁判所または公証人からの嘱託（依頼）によって、成年後見人等の権

限や任意後見契約の内容などを登記するものです。登記官が登記事項証明書（→P.28参照）を発

行することによって登記情報を開示し、併せて登記がなされないことの証明も行います。 

 
(5)市町村長への申立権の付与 
判断能力の不十分な方に配偶者または四親等内の親族がいなかったり、あるいはこれらの親族

があっても音信不通の状態にあるなどの場合、市町村長は、本人の福祉の充実を図るために必要

があると認めるときには、法定後見の開始の審判の申立て（→P.24参照）ができるものとされて

います。 

 

○公正証書 

 公証人が法律に基づいて作成する公文書。公証人が当事者の依頼を受けて各種の契約内容を法

律上明確にするため文章として作成し、当事者等が署名押印し、さらに公証人が署名押印するこ

とで公文書となります。 
 

○家庭裁判所（→P.48 参照） 

 裁判所のうち主に家庭の問題と少年の非行事件を扱う裁判所。成年後見制度に関する問合わせ

は、家庭裁判所の家事手続案内が窓口になっています。 
 

○公証役場（→P.49 参照） 

公証人が公正証書の作成、私署証書の認証、確定日付の付与などの職務を行う公の事務所。 



４ 法定後見制度の概要と 3つの類型 
法定後見制度とは、本人の判断能力に応じて「後見」・「保佐」・「補助」の 3つの類型を規定し、

主に本人あるいは配偶者または四親等内の親族（→P.15参照）等の申立てによって、家庭裁判所

が適切な者あるいは法人を成年後見人等に選任する制度です。 
(1)後見類型とは 

後見の対象となる方は、「精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況にある者」とさ

れています。これは自己の財産を管理・処分できない程度に判断能力が欠けている方、すなわ

ち日常的に必要な買い物も自分ではできず、誰かに代わってやってもらう必要がある程度の方

をいいます。 

 後見が開始されると、家庭裁判所によって成年後見人が選任され、成年後見人は本人の行為

全般について本人を代理することができ、また本人がした行為を取り消すことができます。 

 後見においては、本人がした行為は取り消すことができますが、日用品の購入など日常生活

に関する行為については取り消すことができないとされています。これは、本人の自己決定の

尊重及びノーマライゼーションの理念から法律がそこまで介入しないというものです。 

 なお、後見を開始するにあたって本人の同意は要件とされていません。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)保佐類型とは 
 保佐の対象となる方は、「精神上の障害により事理を弁識する能力が著しく不十分な者」とさ

れています。これは、判断能力が著しく不十分で、自己の財産を管理・処分するには常に援助

が必要な程度の方、すなわち日常的に必要な買い物程度は単独でできますが、不動産、自動車

の売買や自宅の増改築、金銭の貸し借り等、重要な財産行為は自分でできないという程度の判

断能力の方をいいます。 

 保佐が開始されると、家庭裁判所によって保佐人が選任され、本人が行う重要な財産行為（民

法 13条 1項→P.18参照）については保佐人の同意を要することとされ、本人または保佐人は、

本人が保佐人の同意を得ないで行った重要な財産行為は取り消すことができます。また、必要

○「日常生活に関する行為」の範囲 

 日常生活に関する行為の範囲については、成年被後見人の能力の程度、行為の性質、金額及び成

年被後見人の財産の額や生活程度によって異なるが、基本的には生活必需品の購入及びそのための

預貯金の出入金に限られると考えられる。 
 
 
 
 
 
 

「日常生活に関する行為」と想定される行為 

・食料の購入 

・通常の衣料品の購入 

・医療費、薬品代の支払い 

・家庭雑貨の購入 

・郵便貯金の支払い 

・電車、バス、タクシー等の利用料の支払い 

・若干の娯楽への支払い 

「日常生活に関する行為」と想定されない行為 

・借財（少額も含む） 

・高額な電化製品の購入 

・カードによる購入 

・カード会員の加入行為 

・通信販売での購入 

・訪問販売での購入 

・割賦販売での購入 

・電話での勧誘販売 



があれば家庭裁判所は申立てにより、保佐人に対して代理権（→P.18参照）、あるいは同意権・

取消権（→P.18参照）を付与することができます。 

 なお、保佐を開始するにあたって本人の同意は要件とされていませんが、代理権の付与及び

保佐開始の審判により付与される民法 13条 1項に規定される同意権・取消権の範囲を拡張する

審判には本人の同意が必要となります。 

 

(3)補助類型とは 
補助の対象となる方は、「精神上の障害により事理を弁識する能力が不十分な者」とされてい

ます。これは、判断能力が不十分で、自己の財産を管理・処分するには援助が必要な場合があ

るという程度の方、すなわち重要な財産行為は自分でできるかもしれないが、できるかどうか

危ぐがあるので本人の利益のためには誰かに代わってやってもらったほうがよい程度の方をい

います。 

補助が開始されると、家庭裁判所によって補助人が選任され、本人等の申立てにより選択さ

れた「特定の法律行為」について、補助人に同意権や本人が取引等をすることについて代理を

する権限が与えられます。 

代理権や同意権の対象になる「特定の法律行為」については、家庭裁判所が個々の事案にお

いて必要性を判断したうえで決定します。補助人に同意権が与えられた場合には、本人または

補助人の同意を得ないでした行為を取り消すことができます。 

また、補助を開始するにあたっては、本人の申立てまたは同意が必要とされています。補助

の対象者は、後見及び保佐の対象者と比べると不十分ながらも一定の判断能力を有しているの

で、本人の自己決定を尊重する観点から、本人が補助開始を申し立てること、または本人が補

助開始に同意していることを必要としたものです。家庭裁判所は、調査等を通して本人の同意

を確認することになります。 

なお、同意権・取消権の付与及び代理権の付与にも本人の同意が必要となります。 

 
５ 任意後見制度の概要 

  任意後見制度とは、原則として認知症や知的障害、または精神障害等の精神上の障害により判

断能力が低下した場合に備えて、本人があらかじめ任意後見人となるべき者及びその権限の内容

を定め、公証人が作成する公正証書において契約を締結しておくものです。 

  本人の判断能力が低下した場合には、家庭裁判所が任意後見人を監督する任意後見監督人を選

任し、任意後見契約の効力を生じさせることにより本人を保護するというものです。 
  家庭裁判所が任意後見契約の効力を生じさせることができるのは本人の判断能力が法定後見

でいえば少なくとも補助に該当する程度以上に不十分な場合です。 

  任意後見人には公正証書の契約で定められた代理権のみが与えられます。 
  なお、任意後見制度においても本人の自己決定を尊重する観点から契約の効力を生じさせるに

あたって本人の申立て、または同意が必要とされており、家庭裁判所は調査や審問を通じて本人

の同意を確認することになります。 
 

 

 
 

 



                       
＜補助・保佐・後見制度の概要＞ 

 補助開始の審判 保佐開始の審判 後見開始の審判 

 
要 
件 

＜対象者＞ 
（判断能力） 

精神上の障害（認知症・

知的障害・精神障害等）

により事理を弁識する能

力が不十分な者 

精神上の障害により事

理を弁識する能力が著

しく不十分な者 

精神上の障害により事

理を弁識する能力を欠

く常況に在る者 

鑑定の要否 原則として診断書で可 原則として必要 

開

始

の

手

続

き 

申立権者 本人、配偶者、四親等内の親族、検察官等 
任意後見受任者、任意後見人、任意後見監督人（任意後見契約法） 

市町村長（老人福祉法・知的障害者福祉法及び精神保健及び障害者福祉に関す

る法律） 

本人の同意 必要 不 要 

機

関

の

名

称 

本人 被補助人 被保佐人 成年被後見人 

保護者 補助人 保佐人 成年後見人 

監督人 補助監督人 保佐監督人 成年後見監督人 
 

同

意

権

・ 
取

消

権 

付与の対象 申立ての範囲内で家庭裁

判所が定める「特定法律

行為」 

民法１３条 1 項所定の

行為 
日常生活に関する行為

以外の行為 

付与の手続 補助開始の審判＋同意権

付与の審判＋本人の同意 
保佐開始の審判＋同意

権付与の審判＋本人の

同意 

後見開始の審判 

取消権者 本人・補助人 本人・保佐人 本人・成年後見人 

 

 
代

理

権 

付与の対象 申立ての範囲内で家庭裁

判所が定める「特定の法

律行為」 

同左 財産に関するすべての

法律行為 

付与の手続 補助開始の審判＋代理権

付与の審判＋本人の同意 
保佐開始の審判＋代理

権付与の審判＋本人の

同意 

後見開始の審判 

本人の同意 必 要 不要 

責

務 
身上配慮義務 本人の心身の状態及び生

活の状況に配慮する義務 
同 左 

 

６ 成年後見人等の職務 
(1)法定後見人の職務 

①選任 

これまでの禁治産・準禁治産宣告の制度においては、夫婦の一方が宣告を受けた場合は他の一

方がその後見人あるいは保佐人になるという配偶者法定後見制度がありました。新しい成年後見

制度では、成年後見人等になれる範囲が拡大され、家庭裁判所が個々の事案に応じて適切な者あ

るいは法人を選任することができるようになりました。 



家庭裁判所では、成年後見人等を選任するにあたり、成年被後見人等（本人）の心身の状態や

生活の状況、財産の状況などのほか、成年後見人等となる者の職業や経歴、さらには本人との利

害関係の有無について考慮しなければならないとされ、また本人の意見、成年後見人等となるべ

き者の意見を聴かなければなりません（→P.26～27参照）。 
 

②成年後見人等の役割 

成年後見人等の役割は、本人に代わって契約の締結等を行うなどして本人を援助したり、本人

が誤った判断に基づいて契約を締結した場合にそれを取り消すなどして本人を保護するととも

に、本人の利益を守るなどの支援をすることだといえます。 

 
③義務 

成年後見人等は、その職務を行うにあたり、身上配慮義務として本人の意思を尊重し、かつ本

人の心身の状態及び生活状況に配慮しなければならないとされています。 
 

④解任事由 

成年後見人等が解任される事由として「不正な行為」あるいは「不行跡」が挙げられます。い

ずれにしても将来にわたって後見事務に悪い影響を及ぼし、また本人の利益を侵害するようなこ

とが解任される事由とされています。※行跡（こうせき）①通ったあと。②おこない。行状。 

 
⑤報酬及び費用 

家庭裁判所が報酬の支払いについての審判申立てを受けた後に、後見事務の内容等を参考にし

て、「相当な報酬」額を決めます。なお報酬は本人の財産から支払われます。また後見事務に係

る必要な費用についても本人の財産から支払われることになります。 

 
(2)任意後見人の職務 
①任意後見人の役割 

任意後見人の役割は、任意後見契約により本人から委任された事務を行うことです。そこでは、

本人の意思を尊重し、かつその心身の状態及び生活の状況に配慮する必要があります。 
 

②効力の発生時期 

任意後見契約は、本人の判断能力が不十分となり家庭裁判所が任意後見監督人を選任したこと

によって契約の効力が発生します。 

 

③任意後見人の職務 
任意後見人の職務は委任された事務について契約などの法律行為を行うことであり、実際 

に本人の身の回りの世話をすることではありません。契約した内容のものが実際に適切な形で提

供されているのか監視することが任意後見人の職務となります。 
 

④解任事由 

任意後見人は、本人との契約に基づいて職務を行う者なので、解任にあたっても本人の判断が

必要になるといえます。しかし本人の判断能力が低下した場合、任意後見人に不正な行為あるい

は著しい不履行があるとき、家庭裁判所は任意後見人を解任することができます。 



⑤報酬及び費用 
任意後見契約を結ぶ公正証書に、後見事務に対する報酬について規定することができます。な

お報酬は本人の財産の中から支払われます。また後見事務に係る必要な費用についても本人の財

産から支払われることになります。 
 

(3)複数成年後見人制度 

①複数成年後見人制度とは 
複数成年後見人制度とは、旧民法において後見人等は１人でなければならないと規定されてい

たのに対して、新しい制度では成年後見人等は必ずしも１人だと決められているわけではなく、

必要に応じて複数の成年後見人等を選任することができるという制度です。 
具体的に複数の成年後見人等を選任する必要があると考えられる場合としては以下のような

場合が考えられます。 

具体例１）財産管理の事務については弁護士等の法律専門家に、身上監護に関する契約等の事

務については福祉専門家、または親族に分担させる必要がある場合等 

具体例２）本人の日常生活上の法律行為に関する後見等の事務については同居の親族に、本人

の遠隔地所在の財産管理の事務については同所所在の親族に分担させる必要がある

場合等 

 
②事務分掌について 

家庭裁判所は職権で、数人の成年後見人等が共同して、または事務を分掌して権限を行使すべ

きことを定めることができます。また、具体的な成年後見人等の関係・後見事務の内容に基づき、

数人の成年後見人等として権限を共同行使することが望ましいか、分掌した方が望ましいかを判

断します。 
 

(4)法人成年後見人 

①法人成年後見人とは 
法人成年後見人とは、自然人（個人）では無く、例えば福祉の事務に関して専門的な知識・能

力・体制などを備えた法人を成年後見人等として選任することです。 

成年後見人等に選任する法人としては、社会福祉協議会・福祉関係の公益法人・社会福祉法人

のほか、成年後見人等の事務を行うことを目的として設立される公益法人・ＮＰＯ法人等です。 

法人が成年後見人として適格性を調査する項目として以下のものが挙げられます。 

○当該法人の事業の種類、内容（事業目的） 
○法人としての資産、経営状況 

 ○本人との利害関係の有無 

 ○後見等を行う場合の内部の指揮命令（指導監督）体制 
 ○実際の担当者の適格性 

 ○担当者の事務チェック体制 

○賠償責任保険加入の有無 等 
 

②入所施設等との関係 

本人が入所中の施設等の社会福祉法人を成年後見人等に選任する場合には利益相反関係があ

ると考えられます。当該法人のほかに適切な候補者がおらず、利害関係に関する事項（当該法人



が成年後見人等に選任された場合に期待される後見事務の内容、本人の資産への関与のあり方と

その仕組み等）を考慮したうえで、適格性を欠くとまではいえない場合に限り、これを成年後見

人等として選任することが考えられます。 

 
(5)家庭裁判所への実務相談（→P.48参照） 

家庭裁判所では、成年後見人等の職務や事務についての相談に応じており、疑問点があったり、

困ったことが起きた場合などには相談することができます。なお、実際に成年後見人等に選任さ

れている方が家庭裁判所に相談・連絡する場合には、後見等開始の事件番号と本人の氏名も併せ

て伝えてください。 

 
(6)監督体制 

①家庭裁判所による監督 

法定後見が開始された場合、家庭裁判所は、選任された成年後見人等に対しその事務について

の報告を求めたり、あるいは本人の財産の状況を調査することができるほか、その事務について

必要な処分を命じることや、成年後見監督人等を選任して監督にあたらせることができます。ま

た、成年後見人等が不正行為をするなどその任務に適しない事由があるときには、家庭裁判所は

成年後見人等を解任することができます。 

任意後見では、家庭裁判所は、家庭裁判所が選任した任意後見監督人を通じて任意後見人を監

督することになります。法定後見等と同様に、任意後見人にその任務に適しない事由があるとき

は任意後見人を解任することができます。 

 

②成年後見監督人等による監督 
成年後見監督人等は、成年後見人等の後見事務を監督し、報告や財産目録の提出を求めたり、

必要な場合には後見事務を代行し、また成年後見人等に対する解任を家庭裁判所に請求すること

ができます。 
 
(7)後見制度支援信託制度 

最高裁判所は、法定後見人がついた認知症高齢者などの金銭の一部を信託銀行に信託する「後

見制度支援信託制度」を平成 24年 2月から開始するとしています。同制度は、後見人が勝手に

財産を引き出すなどの不正事件を未然に防ぐのが狙いで、事件類型は成年後見事件を想定してお

ります。 
千葉家庭裁判所は、各信託銀行が設定する報酬額等を見極め、運用開始に向けた準備を整えた

上で、県内の専門職団体と意見交換を実施し、協力が得られ次第運用を始めたいとしています。 

 
 

 

 
 

 

 
 

 



Ⅱ 市町村長申立ての実務  
 
１ 市町村の役割と責務 
○市町村長は、認知症高齢者（６５歳以上）又は知的障害者、精神障害者について、その「福祉

を図るために特に必要があると認めるとき」は、法定後見開始の申立てをすることができます。

これは、身寄りのいない認知症高齢者などが、親族がいないために保護が受けられないという

事態を防ぐために特に設けられたものです。 

 

 
 

 

○「福祉を図るために特に必要があると認めるとき」が申立ての要件になっているのは、行政に

よる個人の生活への過度の介入を防止するためですが、それはあくまでも迅速適切な保護の必

要性との調和が図られることが前提となります。親族がいても適正な保護がなされていない場

合や虐待を受けているような場合は、保護の必要性が強く働きますので、市町村長が申立てを

することは、保護を受ける本人に対する行政の責務といっても過言ではありません。 

 

 
 

○市町村長の申立件数の推移は下表のとおりです。申立件数は年々増加しており、全申立件数に

対する割合でも、平成１８年の 3.1％に対して平成２２年は 10.3％にまで増加しています。１

自治体あたりの平均に換算すると全国で 1.8件となり、千葉県では 3.0件になります。高齢化・

単身化の進行に伴い、さらに市町村長の申立てニーズは増加することが見込まれます。 

 平成 18年 平成 19年 平成 20年 平成 21年 平成 22年 

申立件数（総数） 33,112 25,441 26,716 27,498 30,121 

市町村長申立件数（全国） 1,033 1,564 1,876 2,471 3,108 

市町村長申立件数／申立総数 3.1％ 6.1％ 7.0％ 9.0％ 10.3％ 

市町村長申立件数（千葉県） 54 68 80 131 163 

出典：成年後見関係事件の概況（最高裁判所） 

 

○なお、日本成年法学会が専門職後見人等を対象に実施したアンケート調査によると、成年後見

人等が就任したことで本人の生活の立て直し等に成果のあった点を次のようにまとめていま

す。 

 

 
 

 

 
 

 

 

○老人福祉法第３２条  ○知的障害者福祉法第２７条の３ 

○精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第５１条の１１の２ 

○高齢者虐待防止法第２８条、○障害者虐待防止法第４４条 

＊適切な介護サービスの導入により、安全や衛生、清潔が確保され、生きる意欲の高まりが見られる

ようになった。 

＊病院での長期にわたる社会的入院から、在宅への復帰が可能になった。 

＊家族による介護放棄や経済的虐待からの保護や予防ができた。 

＊悪質商法による消費者被害等からの保護や予防ができた。 

＊給付されるべき保険金、年金等、手続きされていないものを申請したり、等級を適切なものに変更

することで、成年被後見人等の経済的な生活基盤が整えられた。 

＊経済状況の整理（債務整理を含めて）及びそのプロセスを通じて、成年被後見人等に今後の生活の

立て直しに向けた自覚や意識づけができた。 



２ 市町村長申立ての流れ  

  成年後見制度の申立てに係る家庭裁判所の手続きと市町村長申立ての事務の流れは、概ね次の

ように整理できます。 

 

 

    ＊複数の市町村が関与している場合の対応 

 

 

 

     ①本人調査（→P.13）  

    ②親族調査（→P.14） 

     ③後見登記の有無の確認（→P.16） 

     ④診断書の作成依頼（→P.17） 

     ⑤申立て類型の検討（→P.18）  

     ⑥成年後見人等候補者の検討（→P.19） 

 

      

 

     ＊申立書類等の作成 

      

      

 

     ＊申立費用の求償の決定・上申書の提出 

＊審判前の保全処分 

 

 

 

＊家庭裁判所調査官による調査 

＊鑑定 

 

 

 

 

 

 

＊申立費用について、本人に費用請求 

     ＊成年後見任等への引継ぎ 

 

 

 

（１）後見ニーズの発見・連絡・相談・要請（→P.11 ） 

（２）調査・検討（ケース検討会議）（→P.12） 

（３）市町村長申立ての決定（→P.22 ） 

（４）申立て（→P.24） 

（５）審理（→P.26） 

（６）審判の確定（→P.27） 

（７）後見等の開始（→P.28） 

＊成年後見人等候補者へ依頼（→P.20） 

＊成年後見人等候補者の推薦（→P.19） 

＊やむを得ない事由による措置（→P.12） 

＊成年後見制度利用支援事業（申立

経費・後見等報酬補助）の利用検

討・決定（→P.13・24・28・31） 

＊本人申立てへの変更（→P.17） 



 

（１）後見ニーズの発見・連絡・相談・要請  

 
○市町村長の申立て事務は、支援者や支援機関、関係者などさまざまなところからの発見・連絡・

相談・要請によってスタートします。どのようなケースにおいても調査・検討することが肝要

であり、拙速な判断は避けなければなりません。 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

＊複数の市町村が関与している場合の対応 

○複数の市町村が関与している場合、市町村長の申立てが必要となる場合を想定し、このケース

をどこの市町村が担当するのが適当かについて、明確にしておく必要があります。例えば、Ａ

市に住民登録をしていて、国民健康保険や介護保険等についてもＡ市で加入しているが、Ｂ市

の特別養護老人ホーム等に入所しているような場合は、どちらの市長が申立てを行うのが適当

かということです。市町村長の申立てについては、老人福祉法、知的障害者福祉法、精神保健

及び精神障害者に関する法律の３つの法律が根拠になっていますが、複数の市町村が関係する

場合、どこの市町村が申立てを行うのかについて明確な規定はありません。 

 

○基本的には、老人福祉法、知的障害者福祉法、精神保健及び精神障害者に関する法律、障害者

自立支援法、介護保険法、生活保護法などの各福祉法における援護の実施者は誰かという解釈

が、申立て者を誰にするかという解釈につながると考えます。つまり、措置権者、介護保険の

保険者、自立支援給付の実施主体、生活保護の実施機関となっている市町村が申立てを行うの

が妥当と思われます。 

 

○しかし、最終的には、該当する市町村間において、本人の権利や利益を守るという視点に立っ

て調整することが必要でしょう。 

 

 

＜想定される機関など＞ 

・親族、隣人、知人、民生委員など 

・社会福祉協議会、地域包括支援センター、在宅介護支援センター、介護支援専門員、福祉サー

ビス提供事業者、中核地域生活支援センター、障害者虐待防止センター、指定相談支援事業所

など 

・精神保健福祉センター、医療機関、保健関連機関など 

・当事者団体、ＮＰＯ法人など 

・金融機関、警察など 



（２）調査・検討（ケース検討会議の開催）  

  
○後見ニーズを発見したら、本人の状況確認のために担当部署が主催してケース検討会議を開催

します。１回のみならず随時開催していきます。 

 
○ケース検討会議は、担当課職員と本人に関与している関係機関等の実務レベルの担当者で構成

しますが、今後の支援内容により、新たに関わる関係機関・関係者を随時追加していく必要が

あります。 
 

○ケース検討会議での確認事項は、当面の福祉的対応の在り方や市町村長の申立ての実施等を含

めた方向性について協議するとともに、必要な情報収集を図るための役割分担をします。 
 

○ケース検討会議のメンバーは、成年後見人等が就任した後も成年後見人等をバックアップする

支援チームとなり、本人の状況の変化や困難状況の対応策を随時検討していく必要があります。 
 

 ○虐待などの緊急な対応が必要な場合は、老人福祉法等で定める「やむを得ない事由による措置」

を発動し、入所施設等へ措置入所させることで、とりあえずの安全確保を図る必要があります。 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

＜やむを得ない事由による措置について＞ 

○老人福祉法第10 条の4第1項、第11 条第1項第2号においては、家族の虐待等により、介護

保険サービスの利用や居宅において養護を受けることが困難な高齢者に対し、市町村が職

権をもって特別養護老人ホーム等への入所等を行う措置制度が存続しています。 

 

○「やむを得ない事由」の要件としては、①本人が家族等から虐待又は無視を受けている場

合、②認知症その他の理由により意思能力が乏しく、かつ本人を代理する家族等がいない

場合等が挙げられています。 

 

○また、知的障害者福祉法第 15 条の 4、第 16条第 1項第 2号においても、家族からの虐待

等により障害福祉サービスの利用が困難な障害者に対し、措置制度の利用を規定していま

す。 

 

○精神障害者については、障害者虐待防止法第 9条第 2項において、身体障害者及び知的障

害者以外の障害者であるときは、当該障害者を身体障害者又は知的障害者とみなして、身

体障害者福祉法若しくは知的障害者福祉法で定める措置制度を適用すると規定していま

す。 

 



 
①本人調査 

○寄せられた情報の事実関係を確認するとともに、本人の心身や日常生活の状況を把握したうえ

で、成年後見制度の必要性と市町村長の申立ての必要性の可否について検討します。 
（→P. 51参照） 

 

＜検討項目＞ 

○どのような日常生活を送っているか。 

○家族や親族はいるのか。また、関係は良好か。 

○本人の判断能力はどの程度か。 
○本人の資産状況はどのくらいか（把握可能な範囲）⇒成年後見制度利用支援事業は必要か。 

○どのような不都合が生じていて、どのような支援が必要なのか。また、成年後見人等が就

任することで、その問題は改善するのか。 

○緊急性はあるか。 

○成年後見制度以外の支援方法はあるか。 

○成年後見人等から支援を受けることについて本人は同意しているか（保佐、補助の場合）。 
 

 

＜成年後見人等の選任が必要と考えられる主な理由＞ 

○福祉サービスの利用や入院の際の契約等に支援が必要な場合。 

○不動産や高額な預貯金などの財産管理・処分で支援が必要な場合。 

○悪徳商法や消費者金融などにより、経済的被害を受けたり、その可能性がある場合。 

○親族等による虐待などの権利侵害を防ぐ必要がある場合。 

 

  
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 



 
 

②親族調査 

○親族調査を行う理由は、４親等内の親族が成年後見制度の申立権者とされているためです。４

親等内の親族に申立ての意思を確認し、市町村長以外の申立て者がいないことを確認する必要

があります。 

 

○なお、厚生労働省は、平成１７年７月２９日付け通知により、４親等内の親族の全てを調査

することは膨大な時間と労力を要することから、２親等内の親族の存否とその意向確認で足

りると変更しました。ただし、２親等内の親族がいない場合であっても、３親等又は４親等

の親族がいることが容易に判明し、その親族が申立てをする意思が明らかな場合は、過度の

介入は避ける必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○２親等内の親族がいることのみをもって一律に市町村長の申立権が制限されるものではあり

ません。当該親族の反対があったとしても、市町村長として本人の福祉を図る必要性があると

判断するときは申立てを進めていくべきでしょう。 

 

○親族調査を進めていく上で、市町村長の申立てに踏み切る際の考え方をまとめると次のとおり

です。 

  ①本人に配偶者や２親等内の親族がいない。 

②本人に配偶者や２親等内の親族がいるが、申立てを拒否している。 

③本人に配偶者や２親等内の親族がいることを戸籍上確認できるが音信不通の状況にあり、申

立てを行おうとする３親等又は４親等の親族も明らかでない。 

④本人が親族から虐待または無視されている。 

 

 ○親族調査を進めるうちに判断が難しい時は、その都度家庭裁判所へ確認しましょう。併せて、

申立てを検討している事案の概略を伝え、提出書類等の確認を行っておいたほうがよいでしょ

う。 

 

 

 

 

 

 

※平成 17 年 7 月 29 日付け厚生労働省通知「民法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の

整備等に関する法律による老人福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律及び知的障害

者福祉法の一部改正について」の一部改正について 

※戸籍謄本等の請求は、公用請求（無料）で行うが、返信用封筒（切手貼付）が必要（→P.53） 

※親族への意思確認の方法は、可能な限り文書で行うこと（→P.54） 

※相続問題が生じる恐れのある場合は、推定相続人の調査も行っておくこと 

＜親族へのアプローチ＞ 

たとえ後見等の申立てに非協力的な親族であっても、本人にとってはかけがえのない親族

であり、将来的に交流が必要になることもあります。また、後見事務の範囲外（手術や延命

治療等に対する同意行為、死後事務、相続等）の問題も発生することから、連絡がとれるよ

うな関係作りに可能な限り努めましょう。 



 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

○四親等内の親族 

 親等とは、親族関係の遠近を示す単位です。例えば、祖父母や孫にあたる関係は二親等、お

じ・おば、おい・めいにあたる関係は三親等、いとこは四親等になります。自分のおじ・おば

にあたる関係についていえば、共同の始祖は祖父母であって、自分と祖父母との世代数は二世

代であり、おじ・おばからその祖父母をみれば一世代であるから、合計して三世代すなわち三

親等になります。いとこについてみると、共同始祖は祖父母であり、自分と祖父母の関係は二

親等、いとこからみてその祖父母は二親等であるから合計して四親等となります。 



 
 

 

 
③後見登記の有無の確認 

○成年後見制度は、成年後見人等の権限や任意後見契約の内容などをコンピューターシステムに

よって登記し、登記官が登記事項証明書を発行することによって登記情報を開示する制度です。 
 

○ここでは、すでに成年後見等の開始の審判がされていないことを確認するために、東京法務局

に対し、「登記されていないことの証明書」を請求します（→P.105参照）。 
 

 ○すでに任意後見登記がされている場合は任意後見契約が優先されます。これは本人が自らの意

思で任意後見人を選任していることを尊重する趣旨からです。この場合は、本人の状況を踏ま

えて、任意後見受任者と協議を行い、任意後見監督人選任の申立てを行うか、特別な事情があ

るものとして法定後見の申立てを行うか決定します。法定後見開始の審判があれば、任意後見

契約は終了することになります。 
 

 

 
 

 

 
 

 

 ○「登記されていないことの証明書」の請求方法は、東京法務局に対して返信用封筒（切手貼付、

長３サイズ）を同封し、郵送にて公用請求（無料）します。 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

＜任意後見契約に関する法律第 10 条（後見、保佐及び補助との関係）＞ 

任意後見契約が登記されている場合には、家庭裁判所は、本人の利益のため特に必要がある

と認めるときに限り、後見開始の審判等をすることができる。 

２ 前項の場合における後見開始の審判等の請求は、任意後見受任者、任意後見人又は任意後見

監督人もすることができる。 

＜請求先＞ 

東京法務局 民事行政部 後見登録課 

〒１０２－８２２６ 東京都千代田区九段南１－１－１５ 九段第 2合同庁舎 

代表電話 ０３－５２１３－１２３４ 

直通電話 ０３－５２１３－１３６０ 

※申請書を受領してから発送するまで 2～3日要する。 



 
 

 

 
 

④診断書の作成依頼 

○本人が精神上の障害により判断能力が低下していることを明確にするために、主治医に診断書

の作成を依頼します。判断能力など精神の状況については、精神神経科医による診断書が望ま

しいと思いますが、専門外の医師であっても、本人の精神状態がよくわかっているならばかか

りつけ医でもよいとされています。 
 

○かかりつけ医に依頼する場合、病名は書けるが、財産管理能力の程度は判断できない場合もあ

ります。本人の実態がわかる関係者が同行して、財産管理能力について医師に状態を伝えるよ

うにすると診断書を作成しやすくなります。 

 

 

 

 

○本人にかかりつけ医がいない場合や、本人が親族などに拘束されていて診断書の作成が難しい

場合は、その旨を裁判所に伝え善後策を協議することになります。 

 

 ○医師の診断の結果、本人の判断能力が補助又は保佐程度の場合は、必要に応じて本人による申

立てへの変更を検討します。しかしながら、当該ケースが「福祉を図るために特に必要がある

と認めるとき」に該当する場合は、引き続き市町村長の申立て事務を進めるべきでしょう。 

 

診断書については、千葉家庭裁判所作成の「診断書」（→P.90）、又は最高裁判所事務総局家庭局

作成の「新しい成年後見制度における診断書作成の手引き」（→P.95）を利用してください。 

 



⑤申立て類型の検討 
○法定後見は、「後見」、「保佐」、「補助」の３類型があり、最終的には家庭裁判所の審判によっ
て決定されるものですが、本人の状況や支援のあり方に関わるため、できる限り申立人側でど
の類型が適切かを準備しておく必要があります。場合によっては、家庭裁判所の意向に対して
意見を述べる必要があります。 

 
○たとえば、被保佐人となると会社の役員になれなくなったり、国家公務員や弁護士等の国家試
験を受験することができなくなるなどの制限が発生します。また、成年被後見人になると選挙
権がなくなったり、さらに制限される範囲が拡大します（補助類型は資格等の制限はありませ
ん）。したがって、本人が選挙に行きたいといっている場合は、選挙権の喪失を伴う後見類型
は避けるべきでしょうし、公務員に就職したいという希望を持っている場合は、保佐類型でも
受験することができませんので、補助類型の選択しかなくなります。こうした事情を家庭裁判
所に説明できるのは、申立人の準備次第です。 

 
○申立て類型を決める際には、本人の判断能力に加え、必要とする保護や支援の範囲等を総合的
に勘案して判断します。したがって、保佐や補助の場合は、必要な代理行為、同意行為の範囲
を合わせて検討する必要があります。 

 
○判断能力と申立て類型の関係については P.3～4 を参照。 
 
○代理行為（→P.72 参照） 
 代理権とは、本人に代わって契約などの行為を保佐人・補助人がする権限をいいます。 
代理行為としては、例えば次の行為が挙げられています。 
１ 財産管理関係 

 (1) 不動産関係 

□  不動産の購入，管理（家賃・地代等の受領を含む）及び処分 

□ 家賃・地代の支払 

□ 賃貸借契約の締結，変更及び解除 

 (2) 預貯金等金融関係 

□ 本人に帰属する預貯金に関する取引（預貯金の管理・振込依頼・払戻し・口座の

開設・変更・解約等） 

□ その他の本人と金融機関との取引（貸金庫取引，証券取引，為替取引，信託取引） 

 (3) 保険に関する事項 

□ 保険金の請求及び受領 

□ 保険契約の締結，変更及び解除 

 (4) その他 

□ 年金，障害手当金及びその他の社会保障給付の受領 

□ 日用品の購入その他日常生活に関する取引 

□ 日用品以外の生活に必要な機器・物品の購入 

□ 負債の返済 

２ 相続関係 

□ 遺産分割又は相続の承認，放棄 

３ 身上監護関係 

□ 介護契約，福祉サービスの利用契約及び福祉関係施設への入所に関する契約の締

結・変更・解除 



□ 医療契約及び病院への入院に関する契約の締結・変更・解除 

□ 要介護認定の申請及び認定に関する承認又は異議申立 

４ その他 

□ 公共料金の支払，社会保険料等の支払，税金の申告・納付 

□ 住民票，戸籍謄抄本，登記事項証明書その他の行政機関の発行する証明書の請求 

□ 以上の各事項の処理に必要な費用の支払 

□ 以上の各事項に関連する一切の事項 
 
○同意行為（→P.73 参照） 
 同意権とは、本人の行為に保佐人・補助人が同意することにより、法律的に効果が認められ
ることになり、保佐人・補助人が同意をしないでした行為は取り消すことができる権限をいい
ます。保佐人には、次の行為（民法第 13条 1項）については、あらかじめ同意権が与えられ
ています。 
１ 元本の領収又は利用 

□ (1) 預貯金の払戻し 

□ (2) 金銭の利息付貸付け 

２ 借財又は保証 

□ (1)  金銭消費貸借契約の締結（貸付けについては１又は３にも当たる。） 

□ (2)  債務保証契約の締結 

３ 不動産その他重要な財産に関する権利の得喪を目的とする行為 

□ (1) 本人所有の土地又は建物の売却 

□ (2) 本人所有の土地又は建物についての抵当権の設定 

□ (3)  贈与又は寄附行為 

□ (4) 商品取引又は証券取引 

□ (5) 通信販売（インターネット取引を含む）又は訪問販売による契約の締結 

□ (6) クレジット契約の締結 

□ (7) 金銭の無利息貸付け 

□ (8) 1 回あたり   万円以上の支出 

 □４ 訴訟行為（相手方の提起した訴え又は上訴に対して応訴するには同意を要しない。） 

  □５ 和解又は仲裁合意 

□６ 相続の承認若しくは放棄又は遺産分割 

□７ 贈与の申込みの拒絶，遺贈の放棄，負担付贈与の申込みの承諾又は負担付遺贈の承認 

□８ 新築，改築，増築又は大修繕 

□９ 民法６０２条に定める期間を超える賃貸借 

 

 

 
 



⑥成年後見人等候補者の検討 
○成年後見人等の選任は、家庭裁判所の職務であり、申立人には成年後見人等の候補者を探して推薦

する義務はありません。しかし、本人の生活環境や意向を汲んで活動できる人が成年後見人等に就

任したほうが本人にとっても周囲にとっても好ましいこと、推薦がない場合は、家庭裁判所が候補

者を探すことになりますので、審判が確定するまでに長期間を費やす場合があること等から、申立

人ができる限り候補者を家庭裁判所に推薦するほうがよいでしょう。したがって候補者の検討

は申立準備の重要な項目になります。 

 

○市町村長の申立てのケースは親族による成年後見人等候補者は見込めないため、第三者を候補

者として推薦することになります。候補者は、本人の生活環境や財産状況などに応じて、専門

職（弁護士、司法書士、社会福祉士等）や成年後見制度に取り組んでいる法人（社会福祉協議

会、ＮＰＯ法人）等と協議をして決めていきます。 

 

○場合によっては、財産管理は法律専門職が、身上監護は福祉専門職が担当する複数後見や、当

初は遺産分割協議を行うために法律専門職が就任し、それが片付いた後は福祉専門職に交代す

るなどの引継選任の工夫が必要な場合もあることから、ケース検討会議において十分に検討す

る必要があります。 

 

 ＜専門職を成年後見人候補者として検討する場合のポイント＞ 

 施設入所者 在宅生活者 

法律専門職 

○特に財産が多額で、その管理に専

門性が必要な事例 

○紛争性を有する事例 

○親族間の財産等の訴訟を含む争い・虐

待・債権整理などがある事例 

福祉専門職 

○障害が重度あるいは重複などによ

り施設ケアチェック等身上監護に

専門性が必要な事例 

○本人が重度の認知症、知的障害者、精

神障害者等である事例 

○親族・近隣との関係調整が困難な事例 

○保健福祉サービスが未導入の事例 
○本人の意思確認が困難な事例 

 

○なお、利益相反にあたる場合は、原則として選任されませんので十分に注意する必要がありま

す。 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

※利益相反とは 

成年被後見人等にとって成年後見人等候補者との間に利害・利益関係が存在し、お互い

の利益が相反すること。 

（例）・本人が利用している福祉サービス事業者の職員が成年後見人等に就任する場合。 

・親の相続をめぐる兄弟姉妹間に同じ成年後見人等が就任する場合。 



 
＊個人情報の取り扱いについて 

○成年後見人等候補者へ打診する際の個人情報の開示については、個人が特定できる氏名等を消

して概略を示している市町村が多いようです。 
 

○しかしながら、弁護士・司法書士・社会福祉士などの専門職は、専門職団体の利益相反規定に

抵触するかどうかをチェックするために、本人の個人情報を事前に必要とする場合があります。

また、ＮＰＯ法人などでは、支援の方法やチームを作るための判断材料がないと受任の可否を

法人側で判断できない場合があります。 

 
○現状では、市町村による情報公開・個人情報保護条例の規定により厳正な対応が必要とされて

いますが、速やかに成年後見人等候補者を決めるうえでは最低限の情報開示は不可欠であるこ

とから、市町村と成年後見人等候補者を推薦する専門職団体等とが守秘義務に関する覚書等を

締結するなどにより、より迅速に候補者の選定ができるようにしていく必要があります。 

   

○個人情報の提供に関する取組事例 

東京都中野区は、高齢者等の孤独死防止等を目的に平成 23 年 4 月 1 日から「中野区地域支
えあい活動の推進に関する条例」を施行しています。高齢者、障害者の氏名、住所等の情報を
名簿形式で町会・自治会に提供することで、地域の支え合い活動を強化していこうとする取り

組みです。 
 
＜中野区地域支えあい活動の推進に関する条例＞ 

○中野区が提供する名簿の概要 
①名簿の掲載対象者 
高齢者（70歳以上単身の方または 75歳以上のみの世帯の方） 

障害者（身体障害者手帳、愛の手帳、精神障害者保健福祉手帳をお持ちの方） 
その他、本人が名簿登載を希望し、区が認めた方 
☆上記 1・2の対象者には事前に本人に通知し、名簿登載への意向を確認しています 

 
②名簿に登載される情報 
氏名、住所、年齢、性別 

その他、本人が登載を希望する支えあい情報（今回交付する名簿には記載なし） 
 
③名簿の提供先 

提供を希望する町会・自治会 
民生・児童委員 
中野・野方警察署、中野・野方消防署 

 
④個人情報の保護に関する配慮 

  名簿の管理、利用方法に関する協定書を町会・自治会と締結し、情報管理のための研修を

実施する。条例により名簿管理者、名簿閲覧者を定め、それ以外の方は名簿を見ることがで
きず、違反した場合の罰則（30万円以下の罰金）を規定している。 

 

○市町村は、成年後見人等候補者が決まった後、できるだけ早く候補者が本人と面会するための



段取りを行います。また、候補者には、家庭裁判所へ申立てる際や家庭裁判所による調査にも

可能な限り同席してもらいましょう。 

○参考法令 

＜個人情報保護法＞ 

（利用目的による制限）  

第 16 条  個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、前条の規定により特定された利

用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならない。  

３  前二項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。  

一  法令に基づく場合  

二  人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難で

あるとき。  

三  公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人の同意を

得ることが困難であるとき。  

 

（第三者提供の制限）  

第 23 条  個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得ないで、個

人データを第三者に提供してはならない。  

一  法令に基づく場合  

二  人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難で

あるとき。  

三  公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人の同意を

得ることが困難であるとき。  

四  国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行することに対

して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼす

おそれがあるとき。  

 

 

＜行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律＞ 

（利用及び提供の制限）  

第８条  行政機関の長は、法令に基づく場合を除き、利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら

利用し、又は提供してはならない。  

２  前項の規定にかかわらず、行政機関の長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、利用

目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用し、又は提供することができる。ただし、保有個人

情報を利用目的以外の目的のために自ら利用し、又は提供することによって、本人又は第三者の権利

利益を不当に侵害するおそれがあると認められるときは、この限りでない。  

一  本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき。  

二  行政機関が法令の定める所掌事務の遂行に必要な限度で保有個人情報を内部で利用する場合であ

って、当該保有個人情報を利用することについて相当な理由のあるとき。  

三  他の行政機関、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法人に保有個人情報を提供する場

合において、保有個人情報の提供を受ける者が、法令の定める事務又は業務の遂行に必要な限度で提

供に係る個人情報を利用し、かつ、当該個人情報を利用することについて相当な理由のあるとき。  

四  前三号に掲げる場合のほか、専ら統計の作成又は学術研究の目的のために保有個人情報を提供する

とき、本人以外の者に提供することが明らかに本人の利益になるとき、その他保有個人情報を提供す

ることについて特別の理由のあるとき。  



 

  

 



（３）市町村長申立ての決定  

 
○市町村長の申立て決定の判断に際しては、客観性、公平性を担保しつつ、迅速で円滑な申立て

決定が必要となります。市町村においては、本人への援助をどこまで行政の役割と位置づける

べきか、また、援助の方法として成年後見制度をどこまで活用すべきかの判断が問題となりま

す。 

 

○市町村長の申立てを最終決定する際の判断材料としては次の項目が挙げられます。 

①成年後見人等が就任することで、現在の問題は改善するか。その際の成年後見人等に期待す

る支援内容はなにか。 

②成年後見制度以外の支援方法はないか。 

③市町村長以外に申立てを行える親族はいないか。また、本人申立てに切り替えることができ

る可能性はないか（→P.17 参照）。 

④成年後見人候補者は決定しているか（→P.19 参照）。 

 ⑤申立て費用は求償できるか（→P.56 参照）。 

 ⑥審判前の保全処分の必要性はあるか（→P.24 参照）。 

 
○意思決定の明確化、申立事務の点検や検証などを行うために、審査会のような仕組みを設置す

ることが望ましいでしょう。審査会は、行政機関内の関係課により構成されるもの、法律等の

専門家などの第三者を加えた委員会とするなど多様な形態が考えられます。 
 

＊申立て書類の作成 

○市町村長の申立て決定を受けて、申立て書類の作成を行います。本人を訪問して、申立書に記載す

る事項についてあらためて状況を調査します（→P.57 参照）。また、財産目録及び収支表の作成

に必要な資料等も入手します。 

なお、本人の意向に沿った申立てをするため、本人に対して丁寧な説明をするとともに、保佐で代

理権付与の審判を受ける場合（→P.74 参照）と補助開始の審判を行う場合（→P.75 参照）は、本

人から同意書に署名をもらいます。 

 
＜提出書類一覧＞ 
 書 類 等 請 求 先 

申立書類 □申立書（→P.66） 

□申立書付票（→P.70） 
□代理権目録（→P.72） 

（保佐開始、補助開始で代理権付与を求める場合） 

□同意行為目録（→P.73） 
 （保佐開始、補助開始で同意を要する行為の定めを求

める場合） 

□本人の同意書（→P.74～75） 
 （保佐開始、補助開始で本人以外の申立ての場合） 

□診断書（→P.90） 

□診断書付票（→P.91） 
□障害者手帳・療育手帳等のコピー 

（お持ちの方に限ります。）  

□親族関係図（→P.76） 

家庭裁判所 

 
 

 

 
 

 

 
 

医師（用紙は裁判所提出用あり） 

 
 



□本人の親族の同意書（→P.78） 

□本人の収支予定表（→P.82） 

□本人の財産目録（→P.84） 
□遺産目録（申立の動機が遺産分割協議の場合のみ）（→

P.87） 

本人に関する

書類 

□本人の戸籍謄本または戸籍の全部事項証明書 

□本人の住民票（戸籍附票） 

 ※外国人の場合は、平成２４年７月８日までは「外国
人登録原票記載事項証明書」。それ以降は「住民票」 

□後見登記されていないことの証明書 

本籍地の市町村役場 

住民登録先の市町村 

 
法務局 

市町村長申立

てに関する書

類 

□上申書（本人に申立て費用を求償する場合）（→P.56） 

□ケース記録（→P.51）  

□本人調査票（→P.57） 
□ケース方針決定会議議事録 

任意様式 参考様式４ 

任意様式 参考様式１ 

任意様式 参考様式５ 
任意様式 

本人の財産に
関する書類 

(1)預貯金に関する資料 

□預貯金通帳または預金証書のコピー 

（過去１年分） 

(2)不動産に関する資料 

 □不動産登記簿謄本（登記事項証明書） 

□固定資産評価証明書 

（または固定資産税納税通知書のコピー） 

(3)収入内容を証明する資料のコピー 

□給与証明書(本人が給与所得者である場合) 

  □年金証書または年金改定通知書 

  □年金振込通帳 

  □取引残高証明書 

 □証券のコピー 

(4)生命保険等に関する資料のコピー 

  □保険証書 

(5) 有価証券（株券・国債・手形など）に関する資

料のコピー 

 □取引残高証明書 

 □証券 

(6)支出内容を証明する資料のコピー 

  □施設利用料または入院費等の領収書 

  □国民健康保険料・税納付書 

 □介護保険料納付書 

 □固定資産税納付書 

 □家賃・地代の領収書 

(7)負債に関する資料のコピー 

  □借用書又はローン契約書 

 □支払明細書  

※本人の財産に関する書類は、
出来るだけ揃えれば良い。 

 

 
 

法務局 

物件所在地の市町村役場 
 

 

 
勤務先事業所 

 

 
 

 

 
 

 

取引先証券会社 
 

 

 
 

 

 
 

 

成年後見人等
候補者につい

ての書類 

個人の場合 
□後見人等候補者事情説明書（→P.80） 

□住民票 

法人の場合 
□法人登記に係る現在事項全部証明書 

成年後見人等候補者により書類
が異なります。 

成年後見人等候補者が作成する

ものです。 
 



□定款 

□収支決算書又は貸借対照表 

□法人の財産目録 
□賠償責任保険への加入を証する書類 

□上申書（担当者と連絡先を記載する。） 

 

 

 
 

任意様式 

費用 □収入印紙（申立て用） 

注）保佐開始、補助開始で代理権付与及び同意見を要す

る行為の定めを求める場合にはそれぞれ収入印紙が別途
必要になります。 

□収入印紙（登記用） 

□郵便切手 
注）郵便切手の枚数については、各支部により異なりま

す。各支部にお問い合わせください。 

□鑑定費用 
注）鑑定料については、後日家庭裁判所から連絡があっ

た場合に納付する。 

 



（４）申立て 

 
○本人の住所地を管轄する家庭裁判所に「後見等の開始の審判の申立て」を行います。住民票上

の住所地と本人の現在の居場所が異なる場合は家庭裁判所の判断によりますが、実際の生活の

本拠地を住所地と認定する例が多いようです。 
 

○保佐・補助類型の申立ての場合は、家庭裁判所によって本人の意思確認が行われるので、本人

を同行させるとともに、事前に本人及び関係者と準備しておきましょう。 
 

 ＊申立て費用の求償 

 ○申立て費用（→P.32参照）については原則として申立人が負担しますので、この場合は市町村

長の負担となりますが、申立て費用を市町村が負担することが公平の観点から妥当性を欠くと

見られるような「特別の事情」があると判断される場合には、申立て費用を本人に求償するこ

とができます（→P.56参照）。 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

＊審判前の保全処分 

○成年後見等の申立てをした場合、成年後見人等が就任するまでの間に、本人の財産が侵害され

ている、またはそのおそれがある時など緊急に成年後見人的な行為が必要な場合があります。

そのときには、成年後見の申立てと同時に、「審判前の保全処分」の申立てをすることができ

ます。 

  

○「審判前の保全処分」とは、財産の管理者の選任等により本人の財産を保全することですが、

家庭裁判所から命じられる暫定的処分であり、正式に成年後見人等が選任されるまでの仮の対

応といえます。 

 
○保全処分の例としては、①財産の管理者の選任、②事件の関係人に対する本人の財産管理又は

監護に関する事項の指示、③後見命令、④保佐命令、⑤補助命令があります。 

 
○①の「財産の管理者」については、原則として民法第 103条の所定の行為について代理権を持

ちますが、取消権はありません。 

②の「事件の関係人に対する本人の財産管理又は監護に関する事項の指示」とは、勧告的効力

を有し、財産の管理者に対して財産管理の方法を指示したり、本人の身上監護等について同居

＜「成年後見制度利用支援事業」に関するＱ&Ａ（厚生労働省）＞ 

市町村長が申立てを行った家事審判の手続き費用に関しては、原則として申立人の負担とされて

いるが、「特別の事情」（非訟事件手続法第 28 条）がある場合には、家庭裁判所が申立人以外の「関

係人」に手続費用の全部又は一部の負担を命ずることができるものとされている。この「特別の事

情」とは、一般的には、費用を法定の負担者に負担させることが公平の観点から妥当性を欠くと見

られる状況をいうものと解されている。 
 市町村長が申立人となる場合には、申立人自身の利益のためではなく、地域住民の福祉の観点か

ら、地方自治体の長が専ら本人の利益のために申立事務を行うものであることから、家庭裁判所は、

「特別の事情」がある場合に該当するとして、「関係人」としての本人等に手続費用の負担を命じる
ことができるものと考えられる。 



者等に指示することを指します。 
③～⑤については、本来の申立てを先取りするもので、本人の財産保全を目的としています。

本人が財産の管理者の同意を得ないでした財産上の行為は取り消すことができます。ただし、

取り消すことができる財産上の行為の範囲は、申立ての範囲を超えることができず、保佐命令

の場合は民法第 13条 1項に記載されている行為に限定されます。なお、財産の管理者は成年

後見人等と同じ立場ではないため、代理権の範囲が民法第 103条を超えて処分行為（物の売買、

入所契約等）にまで拡大はされません。 
 

 

 
 

 

 
 ○場合によっては、保全処分が開始されるまでに財産侵害などの問題が発生する恐れも考えられ

ます。その場合、市町村が一時的に通帳等を保管せざるを得ない場合もありますが、その際の
法律上の根拠として、民法 697 条の「事務管理」という考え方を適用する例もあります。「事
務管理」とは、法律上の義務がないのに他人のためにその事務を処理する行為をいうものであ

り、その事務の性質にしたがって最も本人の利益に適するような方法で管理しなければならな
いとされています。しかし、細部にわたる規定がなく、本人、相続人又は法定代理人が管理す
るまで継続しなければならないなど、運用上様々な困難が想定されることから慎重な取り扱い

が望まれます。 
 
 ○一方、東京都品川区では、地方自治法第 1条の 2第 1項及び第 2条第 14項で、地方公共団体

は、地域における行政を自主的かつ総合的に実施する役割を担い、その事務を処理するにあたって

は、住民の福祉の増進に努めると規定され、かつ同法第 235条の 4第 2項の規定により、品川区
（普通地方公共団体）の所有ではない現金又は有価証券を保管することはできないことになっ

ていることから、通帳等の保管自体は品川区社会福祉協議会に委託する方法をとることで対応
しています。 

 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

＜民法第 103 条（代理人の権限）＞ 

権限の定めのない代理人は、次に掲げる行為のみをする権限を有する。 
一 保存行為 
二 代理の目的である物又は権利の性質を変えない範囲内において、その利用又は改良を目的と

する行為 

＜民法第 697 条（事務管理）＞ 

義務なく他人のために事務の管理を始めた者は、その事務の性質に従い、最も本人の利益に適

合する方法によって、その事務の管理をしなければならない。 
管理者は、本人の意思を知っているとき、又はこれを推知することができるときは、その意思

に従って事務管理をしなければならない。 
 
＜地方自治法第 1 条の 2第 1項＞ 

地方公共団体は、住民の福祉の増進を図ることを基本として、地域における行政を自主的かつ

総合的に実施する役割を広く担うものとする。 
 

＜地方自治法第 2条第 14項＞ 

地方公共団体は、その事務を処理するに当つては、住民の福祉の増進に努めるとともに、最少

の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない 
 

＜地方自治法第 235条の 4第 2項＞ 

債権の担保として徴するもののほか、普通地方公共団体の所有に属しない現金又は有価証券は、
法律又は政令の規定によるのでなければ、これを保管することができない。  



 
 

（５）審理  

 

＊家庭裁判所調査官による調査 

○家庭裁判所は、市町村長からの後見開始等の審判の申立てを受けると調査官が本人の状況を調

査したり、関係者に対する問い合わせなどを行います。調査官は照会書に対する回答を求める

とともに、申立人、本人、関係者との面談による聞き取り調査を行い、その結果を裁判官に報

告します。 

 

○照会書では、本人の生活状況、本人の健康状態（療育手帳や精神保健福祉手帳の有無や内容、

病歴など）、本人の経歴（出生、最終学歴、結婚暦など）、配偶者・親・子・兄弟姉妹等の連絡

先、本人の財産や債務、本人の収入と支出等について回答することになります。 

また、成年後見人等候補者に対する調査（職業及び経歴、成年後見人等と本人との利害関係の有無

など）も併行して行われます。 

 

 ＊鑑定 

○成年後見と保佐は、本人の判断能力を判定するために原則として医師による「鑑定」を行うことに

なっています（補助は不要）。鑑定に要する費用（→P.32参照）は、あらかじめ市町村長が予納

します。 
なお、いわゆる植物状態など、明らかに事理弁識能力を欠く常況が確認できる場合は鑑定を省

略することができることとなっていますが、申立て時に提出した診断書をそのまま適用するな

ど、実情は全申立ての８割が鑑定を省略しています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

実際は、申立てから審判までの時間短縮を目的に、あらかじめ来所日を予約し、申立て書類を

持参し、受理した直後に面接を実施することが多くなっています。この受理時面接では、裁判所

の調査官・参与員が、申立人、後見人候補者、（可能であれば）本人及び関係者から本人の状況

（症状、生活状況、財産状況）を確認すると同時に、後見人候補者の適格性について面接を行い

ます。 

 



（６）審判の確定  

  
○裁判官である家事審判官は、当事者から提出された書類や家庭裁判所調査官が行った調査の結

果等種々の資料に基づいて判断し決定します。この決定を「審判」といいます。家事審判官は、

後見開始等の審判を行い、職権で成年後見人等を選任します。 
 

 ○家庭裁判所は、成年後見人等を選任する場合、次の事項を考慮しなければならないとされてい

ます。 
  ①本人の心身の状態並びに生活及び財産の状況 

  ②成年後見人等となる者の職業及び経歴 

  ③成年後見人等と本人との利害関係の有無（成年後見人等となる者が法人であるときは、その

事業の種類及び内容並びにその法人の代表者と本人との利害関係の有無） 

  ④本人の意見その他一切の事情 

 
 ○後見開始等の審判は家庭裁判所から成年後見人等、本人、申立人に対して告知又は通知されま

す。審判に対して本人等は不服申立て（即時抗告）をすることができます（後見人選任の部分

については即時抗告できません）。また、後見開始等の審判の申立てが却下された場合も申立

人は即時抗告することができます。なお、即時抗告できる期間は告知のあった日から２週間と

されています 

 
 

 

 
 

 

 
 ○即時抗告をしないで２週間が過ぎた場合や高等裁判所で即時抗告が認められなかった場合に

は審判が確定します。 

 
 ○なお、家庭裁判所は、成年後見人等に後見開始等の審判の告知を行いますが、即時抗告ができ

る審判については、確定することにより効力が生じることになります。 

 
 

 

 
 

虐待をしている親族等から即時抗告を受けたり、市町村長の申立てに対抗するために親族が重

複申立てをする場合があります。この場合、市町村長が申立てを取り下げるケースがありますが、 

本人の「福祉を図るために特に必要があると認めた」ケースであることを踏まえて対応すること

が肝要です。 



（７）後見等の開始  

 
○後見開始等の審判の効力が生じた場合には、家庭裁判所から東京法務局に審判内容が通知され、

東京法務局の登記ファイルに審判の内容のうち所定の事項が記録されます（1か月程度）。登記

が完了すると成年後見人等の請求により、その内容を証明する「登記事項証明書」が発行され

ます。 

 

○非訟事件手続法第 28条により家庭裁判所が職権を発動した場合（→P.24参照）は、申立て費

用について本人に求償します（→P.58参照）。 

申立て費用を求償したが、全額認められない場合や家庭裁判所による職権が発動されない場合

は、「成年後見制度利用支援事業」（→P.31参照）の趣旨に基づき、補助金の交付申請を行うこ

とができます。 

 

○成年後見人等の報酬については、成年後見人等の後見事務の過去分について、報酬付与の審判

の申立てを行ったうえで、家庭裁判所が後見事務の量や内容、本人の資産などの事情を斟酌し

て決定します。その報酬は本人の財産から支払われることが原則となっていますが、資産が少

ない場合は、報酬についても「成年後見制度利用支援事業」の趣旨に基づき、補助金交付申請

の対象とすることができます。 

 

○老人福祉法等に基づく「やむを得ない事由による措置」（→P.12 参照）を行っていた場合は、

成年後見人等による契約に移行する必要があります。 

 

○また、市町村は、成年後見人等との引き継ぎを終えた後でも、成年後見人等の要請に応じて可

能な範囲で協力することが必要です（→P.12参照）。 

  

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 



Ⅲ 市町村で整備すべき要綱等について 

 

１ 千葉県における市町村長申立ての状況と要綱等の整備状況  
(1)千葉県における市町村長申立件数 

○千葉県が市町村に対して行っている「成年後見制度利用促進に係る施策の実施状況調査」によ

ると、「市町村長申立件数」は増加傾向にあり、平成１８～１９年度に比べて平成２０～２１

年度は約２倍に増加しています。 

  １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 ２２年度 

老人福祉法 43 41 87 107 134 

知的障害者福祉法 7 7 16 9 23 

精神保健福祉法 5 6 4 9 25 

総  数 55 54 107 125 182 
  ※上表は標記調査に対する千葉県内市町村からの回答を集計したデータであるが、最高裁判所が公表しているデータは年単位であ

るのに対して、標記調査は年度単位となっているなど、必ずしも一致していない。 

 

○全体としては増加傾向にあるものの、全く申立てを行っていないところが１１市町村あり、過

去５年の取扱件数が５件未満の市町村が全市町村の７２％を占めるなど、積極的な活用が行わ

れているとは言い難い状況です。 

 

(2)千葉県における要綱等の整備状況（平成 23 年 12 月現在） 
○同調査における要綱等の整備状況をみると、整備済みが５３市町村で、未整備が１町となって

おり、ほとんどの市町村において規程等の整備は完了している状況となっています。また、全

国的には条例を制定している市町村もありますが、県内では要綱としているところが３７市町

村、規則としているところが１６市町となっています。 

 

○「市町村長申立に関わる要綱（規則）」と「成年後見制度利用支援事業に関わる要綱（規則）」

を２本立てで設置しているところは６市のみで、要綱と規則が一体型となっている市町村が 

４２市町村と大半を占めています。また、費用助成のみ設置が４市町、高齢者と障害者の要綱

を別にしているところが１市あります。 
 

○「成年後見制度利用支援事業」の対象者の拡充を行ったところが６市町村あり、徐々に増えて

きている状況です。 
 

２ 要綱等の策定上の留意事項 

○成年後見制度の利用が必要になったときに迅速かつ適切に対応するとともに、ケースごとに判

断や手続きにぶれが生じないようにするために、成年後見制度の実施に関する要綱等が未整備

の市町村については、モデル要綱（→P.59参照）を参考にしながら整備を行うことが急務です。 

 
○市町村は、本人や親族、関係機関等からの相談があった際に、高齢者や障害の対象によって相

談窓口を分けるのではなく、成年後見制度の相談窓口を一本化し、担当職員を配置して、積極

的に対応できる体制を整備するとともに、成年後見センターの設置についても検討する必要が

あります。 



 
○また、行政の福祉関連部署の職員のみならず、情報提供者となりうる住民や地域の福祉関係機

関に対して、成年後見制度の正しい知識を習得させ、適切に相談窓口へつなげられるように周

知しておくことが大切です。 
 

○なお、成年後見制度利用支援事業の補助対象者については、「介護保険法に基づく地域支援事

業」及び「障害者自立支援法に基づく地域生活支援事業」のいずれも「市町村長申立てに限ら

ず、本人申立て、親族申立て等についても対象になりうる」とされており、要綱等の速やかな

改正が必要です。 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 



Ⅳ 成年後見制度利用支援事業の活用 
 
１ 事業の主旨 
○介護保険サービス、障害者福祉サービスの利用等の観点から、認知症高齢者又は知的障害者、

精神障害者にとって、成年後見制度の利用が有効と認められるにも関わらず、制度に対する理

解が不十分であることや費用負担が困難なこと等から利用が進まないといった事態に陥らな

いために、市町村が行う成年後見制度の利用を支援する事業に対して国や県が一定割合を補助

することで市町村の負担を少なくするものです。 

 
○公費負担は、高齢者は介護保険法に基づく地域支援事業の、障害者は障害者自立支援法に基づ

く地域生活支援事業の対象とされています。なお、成年後見制度利用支援事業の創設から現在

までの変遷は以下のとおりです。 

＜高齢者＞ 

平成 13 年度 介護予防・地域支えあい事業のメニューの一つとして創設 

平成 18 年度 介護保険制度の地域支援事業の任意事業の一つに位置付け 

平成 20 年度 利用条件の緩和 

     「市町村長申立ての事案」のみ→「本人申立・親族申立ての事案」も対象 

      厚生労働省老健局「成年後見制度利用支援事業に関する照会について」（平成 20 年 10 月 24 日） 

 

＜知的障害者・精神障害者＞ 

平成 14 年度 成年後見制度利用支援事業の対象 

平成 18 年度 障害者自立支援法の地域生活支援事業の中で任意事業として位置付け 

平成 20 年度 利用条件の緩和 

     「市町村長申立ての事案」のみ→「本人申立・親族申立ての事案」も対象 

        厚生労働省社会・援護局「成年後見制度利用支援事業の対象者の拡大等について」（平成 20 年 3 月

28 日） 

平成 22 年度 障害者自立支援法の改正 

障害者自立支援法上の地域生活支援事業の中で必須事業化（平成 24 年 4 月 1 日施行） 

 

○成年後見制度利用支援事業は、平成 24年 4月から障害者自立支援法による地域生活支援事業

において市町村が必ず実施しなければならない事業となりました。成年後見制度利用支援事業

は、地域の実情に応じて必要な支援を行うことを目的とする事業であることから、市町村が創

意工夫をしながら柔軟な事業の実施を可能としています。（→P.32の資料１参照） 

 
○今後は、障害者の相談支援体制が強化されていくとともに、一層の高齢化・単身化が進むこと

により、成年後見制度利用支援事業を利用するケースの増加が予想されることから、市町村は

増加率を考慮して予算確保を図っていく必要があります。 
 

 

 
 

 



【資料 1】障害保健福祉関係主管課長会議資料（平成 23年 10月 31日 厚生労働省） 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

２ 補助対象になる事業 

補助の対象となる事業として例示されているのは、①成年後見制度を利用する際の経費に関す

る助成、②成年後見制度利用促進のための広報・普及活動です。 

 

(1)成年後見制度を利用する際の経費について 
成年後見制度を利用する際に必要な経費としては、大きく分けて、①申立てに関する費用、②

成年後見人等に対する報酬があります。 

○申立てに関する費用について 

申立てに必要な費用は以下のとおりです。なお、下表の金額は、平成２３年に千葉家庭裁判所

が示した金額であり、郵便切手等は各支部・出張所により異なります。 
項  目 費  用 備  考 

収入印紙（申立て手数料） 800 円～2,400円 

後見（保佐）開始申立てのみは、800 円分 
保佐（補助）開始申立て＋代理権付与のときは、
1,600円分 
保佐（補助）開始申立て＋同意権付与＋代理権付
与のときは、2,400円分 
 

収入印紙（登記手数料） 2,600円  

郵便切手 3,350円 

500 円切手 × 4枚 
 80円切手 ×15枚 
 10円切手 ×15枚 
保佐開始、補助開始の場合、この他に 
500 円切手 × 2枚 
10 円切手 ×15枚 

診断書 3 千円～1万円 医療機関により金額は異なる 

鑑定料 5 万円～10万円 鑑定が必要な場合は、家裁から予納金の請求あり 

○なお、診断書は、直接的な申立費用ではなく、申立書類の作成費です。家庭裁判所は、直接的

な申立費用は求償の対象と認めているが、診断書の費用は認めていません。 

 



○成年後見人等に対する報酬について 

成年後見人等の報酬については、成年後見人等が家庭裁判所に対して報酬付与の審判請求を行

い、それに対して家庭裁判所が報酬額を決定します。報酬は、原則として年１回の後払い方式で

あり、家庭裁判所が決定する報酬額の決め方や基準は非公表となっています。 
  また、成年後見制度利用支援事業における成年後見人等に対する報酬の助成金額については、

平成 15年 2月 12日付けの全国高齢者保健福祉・介護保険関係主管課長会議資料において、厚生

労働省が参考単価として示した金額を月額上限としている市町村が多いようです。 
 

【報酬費助成の参考単価】 

居住種別 報酬助成額（月額・上限） 

施設入所者 １８，０００円 

在 宅 者 ２８，０００円 

 

 

(2)成年後見制度利用促進のための広報・普及活動について  
成年後見制度利用支援事業は、平成１３年の創設当時から、成年後見制度のための広報・普及

活動についても費用対象としています。 

＜事業例＞ 
○地域包括支援センター、居宅介護支援事業者等を通じた成年後見制度のわかりやすいパンフレ

ットの作成・配布 

○高齢者、知的障害者、精神障害者やその家族に対する説明会の開催 
○高齢者、知的障害者、精神障害者やその家族に対する相談会の開催 

○後見事務等を廉価で実施する団体等の照会 

○その他成年後見制度の利用に係る経費に対する助成 
 

＜普及啓発事業の例＞ 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

松戸市 成年後見制度利用支援事業を利用したパンフレットの作成 

    「“あなたのための”成年後見制度」 

発行部数：２０００部 

配 布 先：地域包括支援センターを通じて市民へ配布。研修会等で使用。 

パンフレット

を掲載 



Ⅴ 成年後見人等の担い手となる市民後見人の養成及び社会福祉協議会等
関係機関との連携 

 
１ 市民後見人の養成について 

(1)市民後見人登場の背景 
○「介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部改正する法律」の成立により、市町村

と都道府県に対して成年後見制度の運用基盤の整備を求める老人福祉法第３２条の２の規定

が新設されました。（平成 24年 4月 1日施行） 

 

老人福祉法第 32条の２を創設（後見等に係る体制の整備等） 
市町村は、後見、保佐及び補助の業務を適正に行うことができる人材の育成及び活用を図るた

めに必要な措置を講ずよう努めるものとすること。 
（１）研修の実施 
（２）後見等の業務を適正に行うことができる者の家庭裁判所への推薦 
（３）その他必要な措置(※) 
（※）例えば、研修を修了した者を登録する名簿の作成や、市町村長が推薦した後見人等を支 

援することなどの措置が考えられる。 

・都道府県は、市町村の措置の実施に関し助言その他の援助を行うよう努めるものとすること。 

 

○この規定により、市町村は、適切な後見人候補者を育成し、活用を図るために、①「研修の実

施」、②「適切な成年後見人候補者の家庭裁判所への推薦」、③「その他の必要な措置」を講じ

る努力義務を負うことになりました。 

 

○「その他の必要な措置」の具体例として厚生労働省は、「研修を修了した者を登録する名簿の

作成」、「市町村が推薦した後見人等を支援すること」を挙げています。 

 

 ○このことは、市町村には、適切な研修を通じて市民後見人候補者を養成するところから始まり、

適任の研修修了者を成年後見人等として就任させるための支援を行い、さらには、就任した市

民後見人の活動支援までバックアップしていくという継続した責任があることを示したと考

えられます。 

 

○厚生労働省ウェブサイトにある市民後見人を活用した取組例のイメージ（→P.35 の資料２参

照）は、市町村と家庭裁判所が地域の民間団体（社会福祉協議会、ＮＰＯ法人等の後見支援法

人や専門職後見人団体）等と密接に連携しながら、市民後見人の養成、就任支援、活動支援を

行う体制を構築するものであり、老人福祉法第３２条の２が目指しているスキームと一致しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 



【資料２】市民後見人の育成及び活用 

 

今後、親族等による成年後見の困難な者が増加するものと見込まれ、介護サービス利用契約の支援

などを中心に、成年後見の担い手として市民の役割が強まると考えられることから、市町村は、市

民後見人を育成し、その活用を図ることなどによって権利擁護を推進することとする。  

※１ 「認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上」の高齢者の推計 

208万人（平成22年）→ 323万人（平成37年） 

※２ 成年後見関係事件の申立件数は年々増加傾向（平成22年 30,079件） 

そのうち首長申立の件数   1,876件（平成20年） 

→ 2,471件（平成21年） 

→ 3,108件（平成22年）  

 

（市民後見人を活用した取組例のイメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※出典：厚生労働省ホームページ「市民後見関連情報」 

 

 

(2)市民後見人とは 

○市民後見人については、その定義や所掌範囲が明確になっているわけではありませんが、日本

成年後見学会では、「弁護士や司法書士などの資格はもたないものの、社会貢献への意欲や倫

理観が高い一般市民の中から、成年後見に関する一定の知識・態度を身につけた良質の第三者

後見人等の候補者」と定めています。 

 

○日本の家庭裁判所は、従来、この種の市民後見人を選任してきませんでしたが、全国各地の市

民後見人養成の活性化を受けて、最近では選任する動きが出てきています。 

 

○市民後見人養成研修修了者の活動の場としては、①単独での個人受任、②養成研修実施法人に

よる監督付き個人受任、③養成研修実施法人による法人後見の事務執行者（履行補助者）とし

ての活動に分けられます。③は、市民後見人とは呼べませんが、日本の現状ではこのタイプも

市民後見人と呼ぶ場合があります。 

 

市町村 
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④推薦（候補者の推薦） 

⑤ 市 民 後 見
人の選任 

⑥支援（専門職による相談等の支援） 

③登録（研修修了者
の名簿送付） 

②研修（市民後見人養成研修の実施） 

①委託 

家庭裁判所 実施機関 



○実際には、①は、大阪市成年後見支援センターの養成研修修了者が大阪家庭裁判所から単独で

個人選任されている例があります。②は、東京都内の社会福祉協議会の社会貢献型後見人の例

があてはまります。千葉県内では、今のところ③の形態がいくつかのＮＰＯ法人で実施されて

います。 

 

○いずれの場合も、後見支援組織による関与が重要であり、現時点では、全くの単独・独立型の

個人受任は、多数あるわけではありません。 

 

 

 (3)市民後見推進事業 
○平成２３年度から厚生労働省による「市民後見推進事業」が高齢者分野でスタートしました。

この事業は、「市町村において市民後見人を確保できる体制を整備・強化し、地域における市

民後見人の活動を推進する事業であって、全国的な波及効果が見込まれる取組を支援するも

の」とされています。（→P.37の資料３参照） 

 

○平成２３年度は全国３７市区町(２６都道府県)で実施され、千葉県では松戸市が取り組んでい

ます。（各市区町村の事業概要は、厚生労働省ウェブサイトで確認することができます） 

 

○事業の内容としては、①市民後見人養成のための研修の実施、②市民後見人の活動を安定的に

実施するための組織体制の構築、③市民後見人の適正な活動のための支援、④その他、市民後

見人の活動の推進に関する事業があります。 

 

○「市町村の後見申立と市民後見人～後見実施機関の創設～」報告書（介護と連動する市民後見

研究会、平成２３年３月１０日）によると、遅くとも平成２６年度までには全市町村において

完全実施することを提案しており、市町村が実施時期を検討する際の目安になるものと考えら

れます。（→P.38の資料４参照） 

 

 

(4)市民後見人の報酬 

○社会福祉協議会が行う法人後見の事務執行者（履行補助者）として雇用され、活動する市民後

見人は、社会福祉協議会の非常勤職員として賃金が支払われますが、社会貢献を前提としてい

るため、日常生活自立支援事業の生活支援員と同等の賃金体系（1,000 円／1h程度）になると

考えられます。また、大阪市成年後見支援センターの場合は、無償ボランティアとして活動し

ています。 

 

○単独での個人受任型市民後見人の場合は、能力や倫理面等で専門職後見人と同等の責任を求め

られているため、親族後見人の報酬付与も認められていることを鑑みると報酬付与の申立てを

しても問題はないと考えられます。 

 

 

 

 



【資料３】市民後見推進事業実施要綱（平成23年6月6日付老発0606第1号 厚生労働省老健局長通

知「認知症対策総合支援事業の実施について」 

１ 目的 

認知症高齢者や一人暮らし高齢者の増加に伴い、成年後見制度の必要性は一層高まってきてお

り、その需要はさらに増大することが見込まれる。また今後、成年後見制度において、後見人等

が高齢者の介護サービスの利用契約等を中心に後見等の業務を行うことが多く想定される。 

したがって、こうした成年後見制度の諸課題に対応するためには、弁護士などの専門職による

後見人（以下「専門職後見人」という。）がその役割を担うだけでなく、専門職後見人以外の市

民を含めた後見人（以下「市民後見人」という。）を中心とした支援体制を構築する必要がある。

このため、認知症の人の福祉を増進する観点から、市町村(特別区を含む。以下同じ。)において

市民後見人を確保できる体制を整備・強化し、地域における市民後見人の活動を推進する事業で

あって、全国的な波及効果が見込まれる取組を支援するものである。 

 

２ 実施主体 

（１）本事業の実施主体は、市町村とする。ただし、実施主体は、市町村社会福祉協議会、ＮＰＯ

法人等適切な事業運営が確保できると認められる団体に委託することができるものとする。こ

の場合において、実施主体はその委託先に対し、当該事業が適正かつ効果的に行われるよう指

導監督するものとする。 

 

３ 事業内容 

（１）市民後見人養成のための研修の実施 

ア 研修対象者 

市民後見人として活動することを希望する地域住民 

イ 研修内容等 

市町村は、それぞれの地域の実情に応じて、市民後見人の業務を適正に行うために必要な知

識・技能・倫理が修得できる内容である研修カリキュラムを作成するものとする。 

（市民後見養成研修の内容（例）） 

・成年後見や介護保険制度等の法的な内容の理解 

・地域の福祉施設等の社会資源の理解 

・財産目録の作成等 

 

（２）市民後見人の活動を安定的に実施するための組織体制の構築 

ア 市民後見人の活用等のための地域の実態把握 

イ 市民後見推進のための検討会等の実施 

 

（３）市民後見人の適正な活動のための支援 

ア 弁護士、司法書士、社会福祉士等の専門職により、市民後見人が困難事例等に円滑に対応で

きるための支援体制の構築 

イ 市民後見人養成研修修了者等の後見人候補者名簿への登録から、家庭裁判所への後見候補者

の推薦のための枠組の構築 

 

（４）その他、市民後見人の活動の推進に関する事業 



【資料４】「市町村長の後見申立と市民後見人報告書」における市民後見推進事業の今後の流れの

イメージ 

 

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 

  全国市区町村に

おいて施行 

  

    

 

 

 

 (5)市民後見人に対する支援及び監督 

○成年後見人等は、その権限と責任が重い制度であるため、後見事務に対するバックアップや支

援並びに逸脱行為や不正を防止するために監督機関が必要です。 

 

○また、成年被後見人等に対して充分な支援を行うためには、成年後見人等が地域の社会資源や

福祉資源と連携が取れることが重要です。これは、専門職後見人であれ市民後見人であれ異な

るものではありません。 

 

○市民後見人の活動をサポートするためには、地域に根ざした後見支援組織の存在が不可欠です。

こうした組織が、養成研修を実施し、支援と監督を継続的に行うことで、市民後見人の活動や

成年被後見人等への充分な支援が期待できると考えます。また、市民後見人にとっては、後見

支援組織に属して研修や助言及び監督を受けることが質の担保にも繋がります。 

 

○社会福祉協議会やＮＰＯ等が行う法人後見の事務執行者（履行補助者）として活動する場合も、

困難な事案には法人内部で弁護士や司法書士、社会福祉士等の専門家から助言、研修を受けら

れる体制を作る必要があります。 

 

○なお、後見支援組織が適切な運営をしていくためには、経済基盤の安定が重要です。後見支援

組織の財政破綻は、地域の成年後見の運用全体に致命的な悪影響を与える恐れがあることから、

市町村による財政的支援はとても重要です。 

 

モデル自治体選定 

全国 20市区町村を目途に、モデル事業を実施 

モデル自治体中間報告会 モデル自治体報告会 

モデル事業説明会 
～明確な実施イメージの伝達 

全国統一の 

研修カリキュラム、

テキストを作成 

専門ホームページ等を通じて情報発信（随時）

(事業実施前の)モデル市町村の現況、 

事業実現化に向けた課題抽出、 
その解決に向けた取り組み…等の報告 

経過期間 

モデル事業の 継続実施 

【モデル事業以外の動き】 

市民後見人の養成のあり方を検討(履修科目・内容等) 

 ※あわせて市区町村事務局、後見実施機関の研修体系も検討 

 老人福祉法改正 

第 5期介護保険事業計画の策定 

全
市
区
町
村
で
完
全
実
施 



 (6)県内の「市民後見人」養成の取り組み（千葉市・松戸市） 
千葉県内でも「市民後見人」の養成が始っています。社会福祉協議会で市民後見人を養成して

いる千葉市社会福祉協議会と市民後見推進事業を実施している松戸市の取組みを紹介します。 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

【千 葉 市】 

千葉市は、平成 22 年 4 月 1 日に千葉市社会福祉協議会に委託して「千葉市成年後見支援セン

ター」を開設し、成年後見制度の普及・啓発や各種相談への対応などに加えて、市民後見人の養

成に取り組んでいます。 

養成研修は、基礎研修、応用研修、実務研修の 3 つの研修を行い、各研修の前後には面接など

を行い、適任と思われる方を選考していき、全ての研修を修了した方を市民後見人候補者として

登録します。基礎研修の内容は、制度の概要、高齢者や障害者に関する福祉制度、制度対象者の

理解などで、最終日に行う効果測定（テスト）を含めて延べ 8 日間、全 44 時間です。応用研修

は、傾聴に関する演習や倫理意識を高める討議を中心とする内容で、2 日間、10 時間です。実務

研修は、千葉市社協が行っている法人後見業務に同行し、実際の事務について学ぶ内容になって

います。 

平成 23 年度に第 1 期生として 56 名が修了しました。修了者は、千葉市社協の法人後見業務の

「支援員」として活動してもらい、支援員としての実績を積み重ねていくことにより、将来は家

庭裁判所から単独で選任してもらえるようになることを期待していますが、そうなったとしても、

市民後見人は専門家ではありませんので千葉市社協が後見監督人として、後ろ盾となってサポー

トしていくスキームとなっています。 

【松 戸 市】 

松戸市は平成 20～22 年度まで「ＮＰＯ法人成年後見センターしぐなるあいず」との協働

事業として市民後見人養成事業を実施してきました。この事業は、しぐなるあいずが受任し

た法人後見の主たる担当者の補助的業務を行う「市民後見協力員」を養成するという内容で

す。成年後見制度の市長申立の事例や協働事業の評価を通して、松戸市として必要な人材の

検証とその人材の養成課程や支援体制のスキームを検討するために、平成 23 年度から国のモ

デル事業である「市民後見推進事業」を活用していくことにしました。また、事業の実施に

ついては、協働事業の実績からしぐなるあいずに委託しました。 

平成 23 年度は、市民後見推進事業の中で市民後見協力員の養成を行っています。カリキュ

ラムは、成年後見制度の概要、他の福祉制度の理解、制度対象者の理解、後見事務の実際等

を 4 日間で学ぶ「市民後見協力員養成講座」と、相談援助技術やリスクマネジメント等を 2

日間で学ぶ「フォローアップ研修会」で構成されています。さらに実務研修も予定していま

す。 

養成した市民後見協力員の活動の場を法人後見だけでなく、専門職後見人にも広げるしく

みができないか検討しています。そこで「市民後見検討会」を設置し、専門職団体や関係機

関とともに市民後見協力員と市民後見人の位置づけや支援・活用体制等のスキームを検討し

ています。将来的には、市民後見協力員の活動を通して得たスキルを活かして、後見人の補

助者ではなく、「市民後見人」として活動してほしいと考えています。 



２ 日常生活自立支援事業と成年後見制度 
 (1) 日常生活自立支援事業の概要 

○日常生活自立支援事業は、高齢または障害があるために自分の判断で適切に福祉サービスを利

用したり、金銭管理を行うことが困難な方に対して、相談、助言、代行、代理の方法により地

域での生活を援助する事業です。 

 

○サービスの内容 

  ①福祉サービス利用援助事業 

   福祉サービスを利用する際の情報提供や手続きの援助を行います。 

  ②財産管理サービス 

   日常生活に必要な預貯金の払い戻し、公共料金等の支払い代行などを行います。 

  ③財産保全サービス 

   普段使わない定期預金通帳や権利証、実印などを金融機関の貸金庫を利用して保管します。 

  ④弁護士・司法書士・社会福祉士紹介サービス 

   専門的な援助や助言が必要なときや成年後見制度を利用する場合等に専門家を紹介するサ

ービスです。 

 

○日常生活自立支援事業の対象者の要件 

  ①認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等であって、在宅生活を営むのに必要なサービスを

利用するための情報の入手、理解、判断、意思表示を本人のみでは適切に行うことが困難な

方。 

  ②本事業の契約内容を理解する能力を有していると認められる方。 

 

○判断能力が不十分な方は、認知症と診断された高齢者、療育手帳や精神障害者保健福祉手帳を

有する方に限定されるものではありません。 

 

○契約内容を理解する能力を有していないと判断される方であっても、成年後見制度による成年

後見人等との間で利用契約を結ぶことができます。 

  

○安心して利用してもらえるための仕組みとして、利用者に契約する能力があるかどうかを判断

する「契約締結審査会」と、この事業が適切に実施されることを監督する第三者機関である「運

営適正化委員会」が設置されています。 

 

 

【資料５】日常生活自立支援事業の実施状況（千葉県） 

◆利用契約者・解約者の累計 

（事業創設の平成 11年 10月から平成 23年度 9月末まで） 

利用契約者数 1,492 人 

上記のうち解約者数 911 人 

 

 

 



◆利用契約者数の推移 

 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 

新規利用契約者数 171 人 124 人 147 人 151 人 172 人 

年度末時点の利用契約者数 424 人 443 人 476 人 518 人 554 人 

 

◆利用契約者の内訳（平成 23年 9月末時点） 

判断能力低下の主因別の利用契約者の分類 利用契約者数 割 合 

認知症高齢者等 353 人 60.8％ 

知的障害者等 59人 10.2％ 

精神障害者等 106 人 18.2％ 

そ の 他 63 人 10.8％ 

合   計 581 人 100.0％ 

 （※千葉市含まず） 

 

(2)日常生活自立支援事業と成年後見制度との関係 
○成年後見制度は財産管理や身上監護に関する契約等の法律行為全般を行う仕組みですが、日常

生活自立支援事業は、利用者ができる限り地域で自立した生活を継続していくために必要な福

祉サービスの利用や日常的な金銭管理等の援助を行うことを目的としています。 

 

○日常生活自立支援事業は、実施主体が本人と「福祉サービス利用援助契約」を締結することに

よってサービスを提供するため、判断能力が十分ではなくても契約するだけの能力は備わって

いることが条件となります。 

 

○本人の判断能力については、実施主体が医療・法律・福祉関係の専門家で構成する「契約締結

審査会」を設置し、審査します。その結果、契約締結能力がないと判断した場合は契約するこ

とはできません。また、契約中に判断能力が低下した場合は、再度「契約締結審査会」で審査

し、契約締結能力がないと判断した場合は解約して成年後見制度に繋ぐ必要があります。 

 

○本人と契約又は契約継続ができない場合でも、場合によっては成年後見制度による成年後見人、

保佐人、補助人又は任意後見制度による任意後見人と実施主体の間で、本人に対する契約を締

結することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※千葉県後見支援センターでは、成年後見人等と福祉サービス利用援助契約を締結する場合の条

件として、次の事項を設定しています。 

①千葉県後見支援センター事業の利用者だった場合 

②親族が後見人等の場合 

③夫婦等同一世帯でありながら、一方のみ千葉県後見支援センター事業の利用が不可能な場合 

④福祉的配慮が必要な場合（月数回の訪問が必要な場合） 

⑤契約締結審査会が必要と認めた場合 



【資料６】日常生活自立支援事業と成年後見制度対照表 
 日常生活自立支援事業 補助・保佐・成年後見制度（法定後見） 

所轄庁 厚生労働省 法務省 

法的根拠 
社会福祉法、厚生労働省社会・
援護局通知等 

民法等、政省令、家事審判規則等 

対象者 
（認知症高齢者・知的
障害者・精神障害者等） 

精神上の理由により日常生活
を営むのに支障がある者 

精神上の障害
により事理弁
識する能力 

が不十分な者＝補助 
が著しく不十分な者＝保佐 
を欠く常況に在る者＝後見 

担い手・機関の名称 

本人 利用者 本人 被補助人・被保佐人・成年被後見人 

援助機関 

基幹的社会福祉協
議会等（法人） 
法人の履行補助者
として専門員、生
活支援員 

保 護 者
複数可 

補助人・保佐人・成年後見人 
（自然人として、親族、弁護士、司法
書士、ソーシャルワーカー等 及び法
人） 

指導監督
機関 

都道府県・指定都
市社会福祉協議会
（実施主体）及び
運営適正化委員会 

監督人 
補助監督人、保佐監督人、成年後見監
督人 

費用 

社会福祉事業として、契約締結
までの費用は公費補助 
契約後の援助は利用者負担（生
活保護利用者は公費助成） 

後見の事務に関する費用、成年後見人、監督人に
対する報酬費用等について、本人の財産から支弁
することを明確化 

手続のはじまり 
社会福祉協議会に申し込む 
（本人、関係者・機関、家族等） 

裁判所に申立 
本人、配偶者、四親等以内の親族、検察官等 
市町村長（福祉関係の行政機関は整備法で規定） 
※本人の同意：補助＝必要、保佐・後見＝不要 

意思能力の確認・審
査や鑑定・診断 

「契約締結判定ガイドライン」
により確認。あるいは契約締結
審査会で審査 

医師の鑑定書・診断書を家庭裁判所に提出 
（最高裁で鑑定書・診断書作成の手引作成） 

援助の目的・理念 
契約により、福祉サービスが適
切に利用できるよう、その自己
決定を援助 

自己決定の尊重と保護の調和 

援助（保護）の特徴 
生活に必要不可欠な福祉サー
ビスの利用に関する情報提供、
相談と代理 

法律行為を行う保護・支援制度 
代理、取消、同意 

援助（保護）
の種類、方法 

相
談 

福祉サービスの情報提供、助言
など相談援助による福祉サー
ビスの利用契約手続き援助 

規定なし（法律行為ではないため） 
※成年後見制度申立て等の相談は家庭裁判所で
実施 

法 
律 
行 
為 
・ 
財 
産 
管 
理 
・ 
福 
祉 
契 
約 
等 

○日常的金銭管理 
?日常的金銭管理に伴う預貯
金通帳の払出し等の代理、
代行 
?福祉サービス利用料支払い
の便宜の供与 

○書類等の預かり 
?書類等の保管により、紛失
を防ぎ、福祉サービスの円
滑な利用を支える 

○社会福祉事業等の在宅福祉
サービスの契約代理 

※施設入所手続きの代理は援
助から除外。 

※上記のことを援助の種類と
し、情報提供相談、法律行為
の一連の援助を権利擁護と
地域福祉の視点で援助する。 

○財産管理等の法律行為 
（不動産の処分、遺産分割等の法律行為） 
?同意権・取消権（補助は家裁が定める「特 
定の法律行為」、保佐は民法 13 条 1 項各号 
所定の行為、成年後見は日常生活に関する行 
為以外の行為） 
?代理権（補助・保佐は申立の範囲内で家裁 
が定める「特定の法律行為」、成年後見は、 
財産に関する全ての法律行為） 

 
※身上配慮義務 
 成年後見人等は、その事務を行うに当たって
は、本人の意思を尊重し、かつ、本人の心身の状
態及び生活の状況に配慮しなければならない旨
の一般的規定を新設。また、身上監護に関する個
別的規定として成年後見人等による本人の不動
産の処分について、家庭裁判所の許可を要する旨
の記載を新設。 

出典：全国社会福祉協議会発行「日常生活自立支援事業推進マニュアル」 



３ 社会福祉協議会による法人後見の取り組み 
○社会福祉協議会における法人後見の取り組みは、全国で１１４か所（平成 22年 11月 1日現在
全社協調査）、千葉県内では、千葉市、浦安市、柏市、佐倉市の４か所（平成 23 年 11 月末現
在）であり、成年後見制度の利用に関する相談・支援や法人後見へ取り組む社会福祉協議会が
増えています。 

 
○社会福祉協議会で行っている日常生活自立支援事業を通じた利用者への関わりや、判断能力が
不十分で契約できないケースを速やかに成年後見制度へつなげる役割等の中から必要性を感
じて、成年後見制度へ自主的に取り組みを始めたところが多いようです。このような状況を受
けて千葉県社会福祉協議会では、平成２３年３月に社会福祉協議会が法人後見に取り組む場合
の業務内容や体制のあり方を提言しています。（→P.44 の資料８参照） 

 
○社会福祉協議会が法人後見を行う場合、市町村長申立てのケースや低所得者等、他に適切な後
見人が得られないケースの権利擁護に重点を置いている場合が多いため、後見報酬を主体とす
る運営は困難であると考えられます。安定した事業運営を行うためには市町村による財政支援
が不可欠です。 

 

【資料７】成年後見制度に係る行政と社協の役割等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※品川成年後見センター作成 

 

対 

 

象 

 

者 

 

相 

 

談 

 

窓 

 

口 

○市町村行政 

＜高齢者関係＞ 

＊地域包括支援センター(介護保険法) 

 高齢者や家族に対する相談支援 

虐待防止、早期発見等の権利擁護事業等 

＊高齢者虐待防止法 

 成年後見制度の利用促進 

 

＜障害者関係＞ 

＊地域生活支援事業（障害者自立支援法） 

相談支援、早期発見等の権利擁護事業等 

＊障害者虐待防止法(平成 24 年 10 月 1 日施行) 

 

＜成年後見制度＞ 

＊市町村長申立 

＊成年後見制度利用支援事業 
＊市民後見人の養成・活用(平成24年 4月 1日施行) 

○社会福祉協議会 

＊日常生活自立支援事業 

＊法人成年後見の実施 

＊小地域ネットワークによる見守り 



 
○千葉県法人後見支援センター運営委員会（仮称） 
○損害保険制度等の研究。 
○成年後見制度の啓発や利用促進を目的とした講演会・シン

ポジウムの開催 

◎成年後見連絡会 
※市町村連絡会は圏
内の後見人や関係団
体等が参加。 
※県連絡会は広域の
関係団体等が参加。 

⑧千葉県成年後見連絡
会を開催 

※勉強会、情報交換。市
町村成年後見連絡会か
らの課題を吸い上げ検
討、必要に応じて政策提
言等も行う。 

 成 

 年 

 被 

 後 

 見 

 人 

 等 

 
 
① 市町村社協法人後見手引書を基にした支援 
② 法人後見専門員・法人後見支援員養成(基礎)研修、現任研修の実施 
③ 法人後見実施社協に対する後見監督人の就任 
④ 法人後見実施社協からの困難事例相談受付・対応 
⑤ 千葉県法人後見支援センター運営委員会の設置 
⑥ 損害保険制度の研究案内 
⑦ 成年後見制度の講演会、シンポジウム開催 

⑦市町村成年後見連
絡会を開催 

※勉強会、情報交換、
必要に応じて別部会
で事例研究。被後見
人のインフォーマル
な関係作りを検討。 

法
人
後
見
専
門

員 

千葉県社会福祉協議会・千葉県法人後見支援センター 

各 養成研修受講 

 

① 法人後見運営委員会の設置 

② 法定後見人（類型：後見、保佐、補助）を受任 
③ 法人後見支援員の募集、県社協へ養成(基礎)研修申込 
④ 基礎研修修了者へ専門研修を実施、人材バンクへ登録 
⑤ 現場実習（法人後見専門員の援助の同行や、生活支援員活動でスキルアップ） 
⑥ 後見制度相談会や講演会等、後見制度の広報啓発・利用促進に関する事業。 

法人後見支援員人材バンク 
※法人後見支援員の 
募集→養成（基礎・専門）研修
受講→登録 

法人後見実施社会福祉協議会 

インフォーマルな
関係作り 
 
例）小地域活動へ
の参加、コミュニ
ティフレンド等の
活用により、後見
人以外の多様な関
わりを持つ 

家

庭
裁
判

所 

福
祉

行
政
部

局 

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
｜
等 

情報提供・後見監督 

首長申立等 

相談・連携 

親族等 

関
係
作
り 

実習を経
て選任へ 

業務報告 
相談等 

登録者へ現場実習（生活支援員活動等） 

指示指導 
助言等 

身上監護、日常的な金銭管理、近隣住民、
法的トラブルの発見、対応等 

後見計画策定、トラブル解決、代理・同意・取消権の行使、所定の
法律行為等 

支

援 

後見人等候補者
を打診 

受任・後見報告 

後見監督人就任 

 
法人後見
支 援 員
（法人で
雇用） 

市町村社会福祉協議会 法人後見イメージ図 


